第34回委員会における質疑に係る報告事項　「地域支援事業について」
【目　的】
被保険者が要介護状態又は要支援状態になることを予防するとともに、要介護状態となった場合においても、可能な限り地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とする。
【事業内容等】
①介護予防事業
被保険者が要介護状態等となることの予防のために必要な事業として法律上市町村等に実施を義務付けている事業。
　　ア．介護予防スクリーニングの実施
　　イ．要支援、要介護になるおそれの高い者を選定し、介護予防サービスを提供
　　　　　二次予防事業として、運動器の機能向上、栄養改善、口腔機能の向上、閉じこもり予防・支援、認知症予防・支援、うつ予防・支援のサービスを提供
　　ウ．全高齢者を対象とする介護予防事業（一次予防事業)として、介護予防普及啓発事業や地域介護予防活動支援事業を行う
　　　
②包括的支援事業
　　各市町村に設置された地域包括支援センターが実施する事業として法律上市町村等に実施を義務付けている事業。
　　ア．介護予防ケアマネジメント事業
　　イ．総合相談支援事業
地域の高齢者の実態把握、介護以外の生活支援サービスとの調整等
　　ウ．権利擁護事業
虐待の防止、虐待の早期発見等
　　エ．包括的・継続的ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業
支援困難事例に関するケアマネジャーへの助言等
③任意事業
　　　地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していけるよう、地域の実情に応じて、市町村等が任意に取り組む事業。
ア．介護給付等費用適正化事業
認定調査業務のチェック、ケアプランの点検等
イ．家族介護支援事業
家族介護支援事業、認知症高齢者見守り事業、家族介護継続支援事業等
ウ．その他の事業
成年後見制度利用支援事業、福祉用具・住宅改修支援事業、地域自立生活支援事業等
【負担割合】（第４期）
 　介護予防事業　  　 府12.5％   市 12.5％  国 25％   保険料 50％
　　　　　     包括・任意事業　　府  20％    市  20％   国 40％   保険料 20％
【事業実績】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	　
	H18実績
	H21実績
	H22実績

	介護予防事業　
一般高齢者施策
　　特定高齢者施策
	825,165,437
394,833,373
430,332,064
	2,444,710,066
758,565,754
1,686,144,312
	2,496,548,999
798,142,834
1,698,406,165

	包括的支援事業
	4,284,796,978
	5,567,959,402
	5,781,364,979

	任　意　事　業
	1,092,267,671
	1,806,527,885
	1,893,698,746

	合    計
	6,202,230,086
	9,819,197,353
	10,171,612,724
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